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杉並区スキー連盟規約 

第１章  名 称 と 事 務 所  

（名 称） 

第１条  本連盟は杉並区スキー界を代表して杉並区スキー連盟と称する。 

（事務所） 

第 2条  本連盟は事務所を会長宅に置く。 

 

第２章 目 的 と 事 業  

（目 的） 

第３条 本連盟は、杉並区内のスキー団体並びに愛好者の連絡及び技術の普及発達、会員相互の

親睦を図り、区民体育の振興に寄与することを目的とする。 

     本規約でスキーと称するのは、スキーによる登山、旅行、競技、遊戯、その他 

     スキーによる一切の運動をいう。 

 （事 業） 

第４条 本連盟は前条の目的達成のため次の事業を行う 

（１）競技会、級別テスト 

（２）練習会、研究会 

（３）講演会、映画会 

（４）区代表選手の選考及び推薦 

（５）その他必要な事業 

 

第 3章  加 盟 者 

（構 成） 

第５条 本連盟は第３条の趣旨に賛同する杉並区在住、在勤及び在学する者を主たる会員とする

スキー団体並びに区内在住、在勤、在学する個人をもって構成する。  

     団体とは１０名以上の会員を有するものをいう。尚、加盟 1年以上を経た 

個会員は何れかの加盟団体に所属する事を原則とする。 

 （加 盟） 

第６条 本連盟に加盟しようとする者は、加盟申込書を添えて会長宛てに申込まなければならな

い。 

２ 評議員会の承認を得られた後、加盟費及び会費を総務の会計に納入しなければならない。 

３ 加盟者は毎年１０月１日現在をもって１０月２０日までに会費、会員名簿を提 

     出しなければならない。 

 （脱 退） 

第７条  加盟者が脱退しようとするときには、脱退届書を会長宛てに提出しなければな 

 らない。 
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（除名、権利停止） 

 

第８条 加盟者で本規約に違反し、又は不都合の行為があった者は評議員会の決議によって除名

することができる。 

２ 加盟者が、第６条第２項に違反したときは、理事会にはかり、権利を停止する 

  ことができる。 

（登 録） 

第９条  加盟者の中、全日本スキー連盟に登録を希望する者は、本連盟を通じて登録す 

     ることができる。 

 

第４章   役   員 

（役 員） 

第１０条 本連盟に次の役員を置く。 

    （１）会   長   １名 

    （２）副 会 長   ３名以内 

    （３）理 事 長   １名 

    （４）常任理事    ２名 

    （５）理   事  ２５名以内（会長、副会長、理事長、常任理事を含む） 

    （６）監   事   ３名以内 

（選 出） 

第１１条 会長・副会長・理事長は理事会の互選による。 

   ２ 理事、監事は評議員会で選出する。 

   ３ 常任理事は各部１名、当該理事の互選による。 

（任 務） 

第１２条 会長は本連盟を代表し、会務を統轄する。 

   ２ 副会長は会長を補佐し、会長事故あるときはこれを代行する・ 

   ３ 理事長は各部を統括し、会務の調整と円滑な運営を図る。 

   ４ 理事は連盟各部のいずれかに属し、本連盟の会務を執行する。 

   ５ 常任理事は連盟各部の部長となり、会務の円滑なる運営を図る。 

   ６ 監事は会計の監査を行う。 

（任 期） 

第１３条 役員の任期は２年とする。ただし留任を妨げない。 

   ２ 役員は任期満了後も後任者の就任まではその職務を行うものとする。 

（その他） 

第１４条 本連盟の関係諸団体の会議に出席するため、本連盟の代表者等を選出する必要 

     あるときは、理事会においてその選定を行うものとする。 

 

第５章  名誉会長、顧問、参与 

（名誉会長、顧問、参与） 

第１５条 本連盟に名誉会長、顧問及び参与を置くことができる。 

   ２ 名誉会長、顧問及び参与は、本連盟に対し特に功労のあった者を理事会で推せ 
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     んし、会長が委嘱する。 

   ３ 名誉会長、顧問及び参与は、理事会の求めに応じて会議に出席して意見を述べ 

     ることができる。参与は会務の執行に参与することができる。ただし、名誉会 

長、顧問、参与はいずれも議決権を持たない。 

 

第６章  運   営 

（評議員） 

第１６条 加盟団体は次のとおり評議員を出すものとする。 

（１）会員２０名未満の団体は１名 

（２）会員２０名以上の団体は２名 

（３）個人加盟者中より１名に限り会長が委嘱する。 

２ 評議員の任期は４年とする 

３ 任期満了後及び任期中の辞任の際は、後任者の就任まではその職務を行うも 

のとする。 

（部組織） 

第１７条 理事会に総務部、事業部を置く。 

   ２ 総務部は庶務、会計、渉外及び他部に属さない事業に当る。 

   ３ 事業部は指導法の研究と講習会及び級別テストについて担当するとともに 

区民スキー大会等の企画と実施及び各種スキー大会の選手の推薦と養成に 

当る。 

（専門委員、書記） 

第１８条 本連盟に専門委員及び書記を置くことができる。 

   ２ 専門委員は理事会の推薦により会長が委嘱し、事業の実施毎に理事と共にそ 

     の実行に当る。 

   ３ 書記は会長が委嘱し、事務を処理する。 

（会 議） 

第１９条 本連盟は次の会議を設ける。 

   （１）評議員会  （会長召集） 

   （２）理事会   （会長召集） 

   （３）常任理事会 （理事長召集） 

（評議員会） 

第２０条 評議員会は本連盟の最高議決機関で年１回９月中に召集し、次の事項を審議決定する。

ただし評議員の２/３以上の要求及び必要に応じて臨時評議員会を召集することができ

る。議長は評議員の中から選出する。 

（１）予算と決算 

（２）事業計画と事業報告 

（３）役員の推薦と選出 

（４）新加盟団体の承認 

（５）本規約の改廃 

（６）その他必要な事項 
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２ 評議員会は構成する評議員の過半数の出席を以て成立とする。 

３ 評議員はあらかじめ出欠兼委任書を会長に提出するものとする。 

  欠席する場合、出欠兼委任書の委任欄に記入し提出することで出席とみなす。 

４ 会議の議決は出席者の多数決による。賛否同数のときは議長の決するところに 

よる。但し、第３章８条の加盟者の除名、権利停止については出席者の２／３以上の議

決とする 

５ 会議の召集は１０日以前に通知しなければならない。 

６ 評議員が議案を提出するときは、あらかじめ書類をもって会長に提出しなけれ 

  ばならない。 

（理事会） 

第２１条 理事会は本連盟の会務を執行する機関で、会長、副会長、理事長、常任理事及 

     び理事で構成し、会長が議長となる。 

   ２ 理事会は構成する理事の過半数の出席を以て成立とする。 

   ３ 会議の議決は出席者の過半数とする。賛否同数のときは議長の決するところ 

     による。 

４ 理事会はインターネット(電子メール等)の利用により電子会議を行うことが 

  できる。 

（常任理事会） 

第２２条 会務の円滑な運営を図るため、理事会、評議員会への提出議案の立案、調整を 

     はかる機関で、会長、副会長、理事長、常任理事により構成され、理事長が議 

長となる。 

   ２ 常任理事会はインターネット（電子メール等）の利用により電子会議を行う 

     ことができる。 

第７章  会    計 

（経 費） 

第２３条 本連盟の経費は、加盟費、会費及びその他の収入をもってあてる。納入した加 

     盟費、会費は返還しない。 

（金 額） 

第２４条 本連盟の加盟費、会費は次の通りとする。 

    （１）個人       加盟費  1,000円   年会費  1,800円 

    （２）団体（20名未満）  〃   5,000円    〃   5,000円 

    （３） 〃（20名以上）  〃  10,000円    〃  10,000円 

（会計年度） 

第２５条 本連盟の会計年度は毎年８月１日に始まり翌年７月３１日に終わる。 

 

第８章  付    則 

第１条  本規約施行についての必要事項は理事会において別に定める 

第２条 本規約の施行は昭和３７年１１月２６日とする。 

昭和５３年 ９月１０日改正 

昭和５６年 ９月 ８日改正 

昭和６３年 ９月 ７日改正（加盟費、会費） 
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平成１９年 ９月 ８日改正（部組織） 

平成２２年 ９月１１日改正 

平成２５年 ９月２７日改正（評議員会議長） 

平成２７年 ９月 ８日改正（監事の人数） 

平成２８年 ９月３０日改正（個人会員） 

平成３０年 ９月２９日改正（評議員会の議長、成立定足数、議決定数） 

             （常任理事会の電子会議）  

             （理事会の成立定足数、議決定数、電子会議） 

                  （指導・競技部の呼称を事業部に変更） 

     令和 2年  9月 27日改正 (個人会員) 

  


